
様式第１号(評価項目算定用)

評価点算出資料一覧表
水戸市長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日　

所在地(住所)

商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　印　

代表者　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　

担当者連絡先　所属企業名
　　　　　　　氏名
電話番号
ＦＡＸ

工 事 名：
工事場所： 　　　　　　地内

	評　価　項　目
	区　　　　　分
	提出書類

	ア　工事成績評定
	成績評定
有り
（平均値○点）
	成績評定
なし
	欠格
	・工事成績評定評価対象工事資料（様式第３号）

	イ　企業の施工実績
	同種工事の
実績有り
	類似工事の
実績有り
	なし
	・企業の施工実績評価資料（様式第４号）及び添付資料

	ウ　週休２日制工事の施工実績
	取組証有り
（本市発注工事）
	なし
	
	・前年度に完成した本市発注工事における現場閉所確保率100％の取組証の写し

	
	○年度　○○工事
実施企業：(株)○○
	
	

	エ　配置予定技術者の施工経験
	同種工事の
経験有り
	類似工事の
経験有り
	なし
	・配置予定技術者の施工経験評価資料（様式第５号）及び添付資料

	オ－１　配置予定技術者の資格
	１級建築施工管理技士又は１級建築士の資格有り
	なし
	
	・１級建築施工管理技士又は１級建築士の資格者証の写し

	オ－２　技能者（登録基幹技能者）の活用
	技能者（登録基幹技能者）の
活用有り
	なし
	
	・技能者（登録基幹技能者）の活用評価資料（様式第６号）及び添付資料

	カ　配置予定技術者の主任技術者等ほう賞又は工事のほう賞の受賞
	主任技術者等
ほう賞の
受賞歴有り
	工事の
ほう賞の
受賞歴有り
	なし
	・配置予定技術者の施工経験評価資料（様式第５号）

	
	○年度　○○工事
受賞企業：(株)○○
	
	

	キ　地域内拠点の有無
	市内本店
有り
	市内本店
なし
	
	

	ク　災害協定締結及び基礎的事業継続力の認定の有無
	災害協定の締結かつ基礎的事業継続力認定有り
	災害協定締結有り
	なし
	・本市との災害時応急対策協定の覚書等の写し
・基礎的事業継続力認定証の
写し

	ケ　緊急対応又は防疫業務の活動
	令和７年度の
活動の回数
（○回）
	なし
	
	・緊急対応又は防疫業務の活動評価資料（様式第７号）及び添付資料

	コ　地域活動（ボランティア）の実績
	令和７年度及び
令和６年度の

年間活動

実績有り
	令和７年度及び
令和６年度の
単日等活動
実績有り
	なし
	・地域活動（ボランティア）実績評価資料（様式第９号）及び各添付資料

	サ　若手・女性従業員の雇用又は活用
	若手・女性従業員
を現場代理人
としての活用有り
	対象期間に若手・
女性従業員の

新規雇用有り
	なし
	・若手・女性従業員の活用評価資料（様式第10号）又は若手・女性従業員の雇用評価資料（様式第11号）及び各添付資料


（注）１　該当する評価項目の提出書類の欄に記載した書類を提出すること。ただし、「配置技術者の施工経験」については、該当する施工経験を有しない場合においても、配置予定着従者の施工経験評価資料（様式第５号）を提出すること。
　　　２　共同企業体に係る入札の場合には、商号又は名称の欄に共同企業体名を記載すること。なお、ほかの様式も同様とする。

　　　３　区分の欄は、該当する項目を○で囲むこと。ただし、「工事成績評定」について成績評定がある場合は平均値、「週休２日制工事の施工実績」について施工実績がある場合は実施工事の概要、「配置予定技術者の主任技術者等ほう賞又は工事のほう賞の受賞」について受賞歴がある場合は受賞工事の概要及び「緊急対応又は防疫業務の活動」について活動実績がある場合は活動の回数を記載すること。

　　　４　「週休２日制工事の施工実績」の共同企業体の構成員としての実績は、出資比率20％以上のものに限る。

　　　５　共同企業体に係る入札の場合には、代表構成員について提出すること。ただし、「災害協定締結及び基礎的事業継続力の認定の有無」及び「緊急対応又は防疫業務の活動」、「地域活動（ボランティア）の実績」及び「若手・女性従業員の雇用又は活用」については、構成員いずれかについて提出すること。なお、「災害協定締結及び基礎的事業継続力の認定」における災害協定締結した構成員と基礎的事業継続力の認定を受けた構成員は同一の場合に限る。

６　工事成績評定評価対象工事資料（様式第３号）、緊急対応又は防疫業務の活動評価資料（様式第７号）、地域活動（ボランティア）実績評価資料（様式第９号）、若手・女性従業員の雇用評価資料（様式第11号）及び各添付資料については、同一年度内かつ同一部局内の総合評価方式の入札において提出している場合、提出を省略することができる。ただし、工事成績評定評価対象工事資料（様式第３号）については該当する工種に限る。なお、省略する際は、技術資料（評価項目算定用）提出チェックリスト（様式第２号）に前回提出した工事名を記載すること。
７　「週休２日制工事の施工実績」における取組証の写し及び「災害協定締結及び基礎的事業継続力の認定の有無」における覚書等・認定証の写しについては、同一年度内かつ同一部局内の総合評価方式の入札において提出している場合、提出を省略することができる。なお、省略する際は、技術資料（評価項目算定用）提出チェックリスト（様式第２号）に前回提出した工事名を記載すること。
８　本書記載事項に虚偽のあった場合には、入札参加資格停止措置等を行うことがある。

